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日本のコロナ禍で何が起こったのか
「三密」（密閉、密集、密接）の回避
人流の差し止め 人的サービス業への負の効果
（女性就労者が非正規雇用として従事）

限定される生活圏：家庭で過ごす時間が増える一方で、
家庭の切り盛りを女性が担当する構造は大きく変わらない

緊急体制下の医療現場：女性従事者が多い



コロナ禍における格差を伴う負の影響
• コロナ禍直後、女性就業者数の低下幅が、男性就業者に比べて大きい．
• 特に、製造業、飲食業、生活・娯楽業における女性就労者の減少が大きい．
• 医療現場を支える多くが女性であり、ワークライフバランスの確保が困難．
• 仕事の満足度の低下は、保育、教育、サービス、医療の分野で大きい．
• 家庭内家事・育児負担が女性に依然偏る．
• 家庭内暴力の相談件数は、前年度比で1.6倍に増加した．
• 自殺者数は、6月~7月にかけて男女ともに大きく増加．量的には男性の数が多
いが、前年同月比をみると女性の増加程度が大きい．

• 地域との格差が大きい．対策を講じる際に、見落とされがちな地域間の違い．
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出所）資料5「コロナ下の女性への影響に関するフォローアップ」（令和3年12月22日、内閣府男女共同参
画局、https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/keikaku_kanshi/siryo/pdf/ka9-5.pdf）より

長引くコロナ禍：深刻な女性への悪影響
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出所）資料5「コロナ下の女性への影響に関するフォローアップ」（令和3年12月22日、内閣府男女共同参
画局、https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/keikaku_kanshi/siryo/pdf/ka9-5.pdf）より5



出所）資料5「コロナ下の女性への影響に関するフォローアップ」（令和3年12月22日、内閣府男女共同参
画局、https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/keikaku_kanshi/siryo/pdf/ka9-5.pdf）より
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出所）資料5「コロナ下の女性への影響に関するフォローアップ」（令和3年12月22日、内閣府男女共同参
画局、https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/keikaku_kanshi/siryo/pdf/ka9-5.pdf）より7



男女によって異なる認識、期待

8出典）内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の
変化に関する調査」（2020年6月）
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コロナ禍が直撃した労働市場と生活

労働市場における長期にわたる男女格差

家庭内の性別役割分業体制の継続



10

若年労働市場の冷え込み

出所）労働力調査　長期時系列データ　表3-(4)より作成

　https://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html
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非正規雇用率は全体に上昇傾向にある一方で、ジェンダー差が大きい

出所）労働力調査　長期時系列データ　表10-(3)より作成

　https://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html

注）非正規雇用者とは、「パート・アルバイト」，「労働者派遣事業所の派遣社員」，

　「契約社員・嘱託」及び「その他」を差し、雇用者に占める割合を算出。

0

10

20

30

40

50

60

男女別非正規雇用率の変化

男性・総数 男性15-24歳 女性総数 女性15-24歳



男女で異なる就労分野
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出典）労働力調査（基本集計）2021年平均　第1表より

（https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/index.html）
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【日本は、高等教育を受けた者のうち、就労率のジェンダー格差は他国に比べて大きい。】

source: OECD Education at a Glance, Table LMF1.6.A. 
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【女性の労働力は低賃金パート就労に偏っている。】

source: OECD Employment Database, Chart LMF1.6.B.  

 Proportion of employed in part-time employmenta, by sex, 2014
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【日本における女性管理職割合は極めて低い。】

Chart LMF1.6.E. Female share of managerial employment, 2014a
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出典）Global Gender Gap Report 2021                                                                                     
(https://www.weforum.org/reports/global-gender-gap-report-2021)

出典）『共同参画』（May 2021、内閣府男女共同参画局、https://www.gender.go.jp/public/kyodosan
kaku/2021/202105/pdf/202105.pdf）

女性リーダー層の少なさが、ジェンダーギャップ
指数を低く抑えている。
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図　年齢階層別　平均時間の男女比

総務省「社会生活基本調査」
出典「男女共同参画白書」（令和3年）図Ⅰ-特-1図　より作図
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急激な人口変動と伝統的家族観の維持

日本は最も高齢化した社会
長寿化は人口の女性化と密接に連動

世帯を女性が構えることへの例外的
位置づけ

女性が世帯主となるのは、母子世帯
か高齢女性である状況に大きな変化
がない。

 社会保障制度の前提条件となる家族の位置づけが、
1960年代ごろから基本的に脱却できていない。

 女性は、夫や家族という「つながり」の中で老後の
生活保障を受給することが前提とされていた。

 1970年代半ばからの少子化の進行、1980年代半ば

からの高齢化の急速な進展。その背景には個々人の
生き方の変化があるにもかかわらず、諸制度が前提
としてきた家族の前提は大きく揺らぐことなかっ
た。

 結果として、前提とする家族がない場合、社会がそ
の代替を担う状況にはなっていない。前提条件が揃
わなければ、貧困層へと転げ落ちる。



男女で異なる働く場所/業種、働き方の違い

家庭内でのジェンダー関係

コロナ禍というリスク対応・認識の違い

結婚行動・出産行動への影響
加齢プロセスへの影響

人口構造への影響

労働市場や生活におけるジェン
ダー格差の露呈




